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㋭連邦通常裁判所判決BGH, Urteil vom 22. März 2001 ‒ III ZR 394/99 ‒, 
BGHZ 147, 169, juris
原告の操縦するグライダー（原告の属するクラブが所有）が着陸時、地面
にぶつかり負傷した（Rn.1）。
同グライダーは前所有者が継続検査を被告 2 に行わせており、被告 1（認










給 で 許 可 を 得 る の は、 航 空 機 器 検 査 令 に よ っ て 社 会 安 全 確 保

















は独立した検査組織が含まれる。航空機器検査令 LuftGerPO33 条 2 項、
LuftGerPV 18 条 1 項）、すでに高権的な技術検査と私法上の修理との明確な
切れ目が前提となっているからである⑿。
2．温室効果ガス排出取引法認証者
温室効果ガス排出取引法 Gesetz über den Handel mit Berechtigungen 
zur Emission von Treibhausgasen（Treibhausgas-Emissionshandelsgesetz 








及び専門知識性（4 条 1 項、6 条など）を挙げている⒁。また、同じく引用


























㋬連邦通常裁判所判決 BGH, Urteil vom 15. September 2011 ‒ III ZR 


















温室効果ガス排出取引法の配分手続で作用する認証者は基本法 34 条 1 文












（amtliche Bestellung）を要する（営業法 36 条 1 項など）。もっとも、これ















































㋣連邦通常裁判所判決BGH, Urteil vom 31. März 2016, juris
建築主から安定性検査と建築監視を委託された専門家は、民法 839 条 1 項














































を要する施設を装置製造物安全法 Geräte-und Produktsicherheitsgesetz ＝




































来の判例では高権的なものと捉えられていた（㋩判決 BGH 25. März 1993, 


































































































































⑴ 京女法学 15 号 1 頁以下。
⑵ 京女法学 15 号 16 頁では、行政権限の委任先を団体であるように記していたが、団体
も個人も委任先となるような記述に本稿では訂正している。参照、山本隆司「工業製
品の安全性に関する非集権的な公益実現の法構造―ドイツ法・ヨーロッパ法の場合」
ジュリスト 1245 号 71 頁。もっとも、検査の権限や事務が団体に託されているものも
ある。BGH, Urteil vom 14. Oktober 2004 ‒ III ZR 169/04 ‒, BGHZ 161, 6, Rn.2, juris.
OLG Karlsruhe, Urteil vom 19. Oktober 2006 ‒ 12 U 154/06 ‒, Rn.23, juris.
⑶ ㋺判決 S. 444. ㋩判決 Rn.7. ㊁判決 Rn.18. 後掲㋭判決 Rn.9. 後掲㋬判決 Rn.13. 後掲㋣判
決 Rn.13.
⑷ ㋑判決 BGH, Urteil vom 27. Mai 1963 ‒ III ZR 48/62 ‒, BGHZ 39, 358, juris.
⑸ ㋺判決 BGH, Urteil vom 30. November 1967 ‒ VII ZR 34/65 ‒, NJW 1968, S.443.
⑹ ㋩判決 BGH, Urteil vom 25. März 1993 ‒ III ZR 34/92 ‒, BGHZ 122, 85, juris.
⑺ ㊁判決 BGH, Urteil vom 14. Mai 2009 ‒ III ZR 86/08 ‒, BGHZ 181, 65, juris.
⑻ 参照、Siegmar Kemm, BGH EwiR 839 1/02, S.204.
⑼ Wolfgang Schlick, Grundprobleme des Amtshaftungsrechts dargestellt anhand der 
Rechtsprechung des BGH, Teil 1, AL 03/2015, S.252. 技術監視協会とその専門家と同
じように、航空機器の社会生活安全確保の検査において航空技術会社とその検査員が
作 用 し て い る。Zimmerling in: Herberger/Martinek/Rüßmann/Weth/Würdinger, 
jurisPK-BGB, 8. Aufl. 2017, § 839 BGB, S.23.









⒁ Gesetz zur Ausführung der Verordnung （EG） Nr. 761/2001 des Europäischen 
Parlaments und des Rates vom 19. März 2001 über die freiwillige Beteiligung von 
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Organisationen an einem Gemeinschaftssystem für das Umweltmanagement und die 
Umweltbetriebsprüfung （EMAS） （Umweltauditgesetz - UAG） vom 4. September 
2002 （BGBl. I S.3490）．
 　同法 4 条 1 項「環境鑑定者は、規則（EG）Nr. 1221/2009 により、5 条乃至 7 条に
挙げる要件を満たす場合、その事務の履行に必要な信頼性、独立性及び専門知識を有
するものとする。…」
 　同法 6 条 1 項「環境鑑定者は、規則（EG）Nr. 1221/2009…により必要な独立性を
示さなければならない。」








Hamm, Urteil vom 27. Juni 1990 - 11 U 51/90, NVwZ 1990, 1105f. すなわち、自動車
の社会的安全性の確認は、自動車の一般走行の許可に関する無条件の前提である一方、
装置安全法には、技術的作業装置の流通や設置についてこのような一般的予防的コン
トロールの定めがない、と述べる。同じく、BGH, Urteil vom 9. Februar 1978 ‒ III 
ZR 160/75 ‒, juris.
⒄ 温室効果ガス排出取引法 18 条 1 項 1 文「義務者が 6 条 1 項による義務に従わない場合、
管轄行政庁は、責任者が排出権を提示していない排出済みの二酸化炭素量 1 トンごと
に 100 ユーロの…支払義務を確定する。」
⒅ これが結論として説得的であるとする学説として、Markus Ehrmann, Fehler des 
Sachverständigen im Emissionshandelsrecht, NVwZ 2012, S.1153.
⒆ BVerwG, Urteil vom 4. August 2015 ‒ 7 C 8/15 ‒, BVerwGE 152, 346, juris. これによ
ると、施設運用者がある年度の 4 月 30 日までに、検査済みの排出報告に記された当
該年度の排出に合致する排出権の数量を提示した場合、温室効果ガス排出取引法（2004
年）6 条 1 項の提示義務に違反はない。管轄行政庁が、その時点以後に、検査済みの
報告書での排出総量があまりにも低く記されていたことを見出した場合もまた同じで
ある。このような場合、同法18条1項1文の支払義務は課されてはならない（Leitsatz）。
⒇ Hessische Prüfberechtigten-  und Prüfsachverständigenverordnung（HPPVO）vom 
京女法学　第 16 号52
18. Dezember 2006（GVBl. I S. 745）,  zuletzt geändert durch Art. 3 der Verordnung 
vom 24. November 2010（GVBl. I S. 484）.
21 その他の評釈として、Itzel, jurisPR-BGHZivilR 9/2016 Anm. 1 は、民営化された分野
では、今後出訴に際して、それぞれ妥当しているラント法規定を考慮しなければなら
ないとする。同旨、Itzel, Anmerkung, NZBau 2016, S.561. 同判決に懐疑的な評釈と
して、Andreas Ebert, Die hoheitliche Tätigkeit privater Sachverständiger, NZBau 
2017, S.714; Michael Halstenberg, Die Haftung der Prüfingenieure und der 
Prüfsachverständigen, DS 2017, S.93.
22 Matthias Cornils, Anmerkung, NJW 2016, S.2660.
23 Fischer, jurisPR-PrivBauR 8/2016 Anm. 1, juris.
24 参照、鎌野邦樹「最新判例批評」判例評論 615 号 186 頁。板垣勝彦「保障国家におけ
る私法理論―契約・不法行為・団体理論への新たな視角」行政法研究 4 号 102 頁以下。
小幡純子「官（公）と民の役割分担―行政法における最近の変化」法律時報 81 巻 2
号 68 頁。米丸恒治「行政の多元化と行政責任」磯部力・小早川光郎・芝池義一編『行
政法の新構想Ⅲ』（有斐閣、2008 年）313 頁以下。
25 同じ考えを採用するものとして、OLG Hamm, 1990, a.a.O., NVwZ 1990, S.1105（1106）.
26 同種の判例として、OLG Karlsruhe, 2006, a.a.O.
27 参 照、Bernd Wiebauer, Staatshaftung für private Wirtschaftsüberwachung, DVBl. 
2011, S.209.
28 BGH, 1978, a.a.O.
29 評釈として、Johannes Backherms, Die Haftung der Prüfstelle im Rahmen des 











31 参照、㋺判決 S.444. OLG Karlsruhe, 2006, a.a.O., Rn.18.
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―CE 表示の判例を素材にして―」京女法学 10 号 55 頁以下。
34 OLG Hamm, 1990, a.a.O., NVwZ 1990, S.1105（1106）.






36 その他、BGH, 1978, a.a.O.; OLG Frankfurt, Urteil vom 15. Juni 2000 ‒ 1 U 25/99 ‒, 
juris.
37 行政補助者については、参照、Rolf Stober, Privatisierung öffentlicher Aufgaben 
Phantomdiskussion oder Gestaltungsoption in einer verantwortungsgeteilten, 
offenen Wirtschafts-, Sozial- und Sicherheitsverfassung?, NJW 2008, S.2306f.
38 同様の思考として、拙著『民営化の責任論』（成文堂、2003 年）164 頁。そこでは、
源泉徴収義務者が税務署側（行政）か納税者側（私人）かを論じた。
39 Wiebauer, a.a.O., S.211.
40 Wiebauer,a.a.O., S.211 は、例として、BGH, 1978, a.a.O. をも挙げる。以前の技術監視
協会と違って、認証された監視機関は互いに競争している。その他、㊁判決 Rn.24. ㋠
判決 Rn.25.

